
●大学院教育の充実、大学等の研究力強化

「卓越大学院(仮称）」構想の具体化
「卓越研究員」制度等による独創的で優秀な
研究者の養成
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平成27年９月
中央教育審議会大学分科会

大学院改革の進展 大学院を巡る国内外の情勢大学院重点化20年後の課題
・平成３年～１２年の「大学院重点化」により、

大学院が量的に拡大
（平成３年から２６年にかけて
大学院数が1.9倍、大学院生数が2.5倍）

・平成１７年以降、大学院教育の実質化が進展
「博士課程教育リーディングプログラム」等

により先進的な取組が展開

・優秀な日本人の若者の博士離れが進行
・教員の負担増加
・学生数が極端に少ない小規模専攻数の

増加

高度な専門的知識と倫理観を基礎に自ら考え行動し、新たな知及びそれに基づく価値を創造し、グローバルに活躍し未来を牽引する

「知のプロフェッショナル」 育成のための大学院改革を推進

・若手人口の大幅な減少
（平成34年の25歳～44歳人口：
平成24年に比べ20％減少見込み）

・我が国の経済的優位性や競争力の低下，新たな基幹産
業創出への期待

・諸外国：高度人材（自国・留学生）の増加と活躍
（例：シリコンバレーでは、大学院生の起業が社会変革の一翼）
・地球規模の課題の深刻化

７つの基本的方向性と「卓越大学院」の形成７つの基本的方向性と「卓越大学院」の形成

企業と協働した教育課程の開発・実施
企業研究者と大学教員の人事交流の推進
（知財ルールの整備、クロスアポイントメント制度の活用）

大学院生の産学共同研究への参画、修士卒の優秀な
社会人の博士号取得促進
社会人向けの職業実践力を育成するプログラムの認
定制度の創設と奨励

②産学官民の連携と社会人学び直しの促進

制度全般を検証の上、１年以内に見直し
て、人材養成機能を抜本的に強化
（国際的に通用するアクレディテーション機関からの評価の受審を促進等）

法科大学院の組織見直しの促進や、教育の質の
向上等の集中改革

③専門職大学院の質の向上

「卓越大学院（仮称）」を形成

学位授与・教育課程編成・入学者受け入れの方針の一
体的な策定・公表の促進

研究科や専攻の枠を超えた幅広いコースワークから
研究指導につながる教育課程の編成の促進
厳格な成績評価と修了認定による学生の質保証

研究倫理教育の実施、博士論文の指導・審査体制の改
善
将来の大学教員の教育能力を養成するシステムの構築

体系的・組織的な大学院教育の推進と
学生の質の保証

国際的アドミッション体制の整備
学生・教職員の国際交流の推進

惹き付けるための環境整備
⑤世界から優秀な高度人材を
惹き付けるための環境整備

「審議まとめ」の方針を計画的に実行するため

「第３次大学院教育振興施策要綱（文部科学大臣決定）」（平成２８年度～）の策定へ

未来を牽引する大学院教育改革～社会と協働した「知のプロフェッショナル」の育成～（審議まとめ案）概要

キャリアパス多様化のための全学的支援と産
業界の理解の促進

（大学の専門的職員へのキャリアパスの充実）

修了者の活躍状況の把握・公表の促進
（認証評価制度にて進路状況を評価）

進路の可視化の推進
④大学院修了者のキャリアパスの確保と

進路の可視化の推進

社会的・学術的需要を踏まえた学生数の見直
し
小規模専攻の見直し

規模の確保と機能別分化の推進
⑥教育の質を向上するための
規模の確保と機能別分化の推進

「２割の学生への生活費相当額程度の受給」
達成に向けた多様な財源による支援の拡大
（企業・国立研究開発法人におけるＲＡ（リサーチアシ

スタント）雇用の促進）

⑦博士課程（後期）学生の処遇の改善

ＲＵ１１（※）における
修士から博士への進学率が低下

（10年で約７％減少）

※ＲＵ１１：北海道大、東北大、筑波大、東京大、東京工業大、
名古屋大、京都大、大阪大、九州大、慶應義塾大、
早稲田大

世界最高水準の教育力と研究力を備え
人材交流・共同研究のハブとなる

①体系的・組織的な大学院教育の推進と
学生の質の保証

【期待される領域例】
・国際的優位性・卓越性を示している領域
・文理融合・学際・新領域
・新産業の創出に資する領域
・世界の学術の多様性確保へ貢献が期待される領域

【検討スケジュール】
・27年度中目途：産学官からなる検討会を設置

（分野の設定や複数機関が連携する仕組みについて示す）

・28年度～：大学における企業との連携による構想
作りなど、具体化に向けた取組を開始
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我が国を牽引する優秀な研究者の新たなキャリアパスを提示
し、若手を研究職に惹きつける。
特定研究大学や卓越大学院等において、優れた若手研究者が
安定したポストにつきながら、独立した自由な研究環境の下で
活躍できるようにするため、「卓越研究員」制度を創設。
（「日本再興戦略 改訂2015」（平成27年６月閣議決定））
国立大学については、「国立大学経営力戦略」等に基づく自己
改革を基盤として、若手が活躍できる環境を整備。

卓越研究員制度の創設

卓越研究員

ピアレビュー、
候補者決定（※３）

若手研究者が「卓越研究員」に申請（※２）

希望が一致した
機関での雇用

趣旨

《卓越研究員》・新たな研究領域に挑戦するような若手研究者が、

安定かつ自立して研究を推進できる環境を実現

・全国の産学官の研究機関をフィールドとして活躍し
得る新たなキャリアパスを開拓

主

副

克服すべき課題

○研究領域： 自然科学、人文・社会科学の全分野
○人 数： 200名程度（毎年度）
○受入機関： 国公私立大学、国立研究開発法人、民間企業等
○支援内容： 1人当たり研究費600万円上限（２年）

研究環境整備費300万円上限（６年）
※その他、審査等経費（１億円）を計上。

概要

受入れ希望機関が
ポストを提示(※１)

受入れポストの
一覧化公開

国又は
中立的な公的機関

制度イメージ

平成２８年度要求・要望額 ：1,540百万円（新規）
うち優先課題推進枠要望額 ：1,540百万円

特定研究大学（仮称）

特定国立研究開発法人
（仮称）

民間企業

大学

卓越大学院（仮称）

※１．受入れポストの主な要件（案）
・学長等のリーダーシップに基づき、受入れ希望機関の将来構想に基づく ポスト
であって、 若手研究者の自立的な研究環境が用意されていること

・年俸制（無期）、又は当初の雇用期間が５年程度（民間においては３年程度）か
つ当該期間後のテニュア化等の条件を明示していること 等

※２．当面の間は、受入れ希望機関からの推薦を得ている者も含む。

※３．新たな研究領域の開拓を実現できるような者を選定。

国公私立大学

国立研究開発法人

【若手の処遇】 不安定な雇用によって、新たな領域に挑戦し、
独創的な成果を出すような若手研究者が減少

【流動性の促進】 産学官のセクター間を越えた流動性が低く、
急速な産業構造の変化への対応が困難

63

162,712

164,551

165,525

165,219

165,422

167,043

173,831

175,980 

168,903 

162,693 

159,929 

158,980 

73,446

74,909

75,365

74,811

74,231

73,565

74,432

74,779 

74,316 

73,917 

73,704 

73,881 

7,866

15,023

20,159

22,083

23,033

23,381

23,191

21,807 

20,070 

18,776 

17,380 

16,623 
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Ｈ21

Ｈ22

Ｈ23

Ｈ24

Ｈ25

Ｈ26

Ｈ27

修士課程

博士課程

専門職学位課程

205,311

※ 在学者数
「修士課程」：修士課程，区分制博士課程（前期２年課程）及び５年一貫制博士課程（１，２年次）
「博士課程」：区分制博士課程（後期３年課程），医・歯・薬学（４年制），医歯獣医学の博士課程及び５年一貫制博士課程（３～５年次）
通信教育を行う課程を除く

出典：学校基本統計（文部科学省）

（人）

（各年度５月１日現在）

大学院在学者数の推移大学院在学者数の推移

○ 大学院在学者数は平成２３年度をピークに修士課程、博士課程ともに減少。
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研究大学における任期付教員の雇用状況に関する調査

任期付き 任期無し

30～34歳 35～39歳 40～44歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳

平成
19年度

1,618 1,650 1,124 1,715 3,018 3,357

平成
25年度

2,493 2,899 2,249 957 2,102 2,940

平成19年度と比べ、
約3,300人増

平成19年度と比べ、
約2,100人減

（資料：「大学教員の雇用状況に関する調査」【H27年９月 文部科学省、科学技術・学術政策研究所】より文部科学省作成）

○ 30～44歳までの世代で「任期無し」から「任期付き」へと雇用形態がシフト。
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４．ガバナンス改革・基盤整備

●国立大学の機能強化
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第3期中期目標期間に向けた国立大学改革の取組状況

「ミッションの再定義」開始

教育再生実行会議第三次提言
教育振興基本計画､日本再興戦略
今後の国立大学の機能強化に向けての考え方

国立大学改革プラン
➤ 平成26～28年度で新たに12学部設置される（予定含む）など、組織改革を

積極的に実施

➤ 年俸制(約9,700人)やクロスアポイントメント制度(92人)など、人事･給与シ

ステム改革が進捗

➤ 国立大学から大学発ベンチャー支援会社等への出資を可能とする仕組み

の創設

24
年度

25
年度

26
年度

「日本再興戦略」改訂2014､骨太の方針、科学技術イノベーション総合戦略2014

今後の国立大学の機能強化に向けての考え方（改訂）

27
年度

国立大学経営力戦略

国立大学法人等の組織及び業務全般の見直しについて
➤ 中期目標･中期計画素案では､45大学で組織再編が計画されているほ

か､先進的取組や高い数値目標の設定など､各大学から意欲的に提案

第３期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の
在り方について（審議まとめ）
➤ 機能強化の方向性に応じた取組をきめ細かく支援するため、予算上、

三つの重点支援の枠組みを新設

➤ 学長のリーダーシップを予算面で発揮し、組織の自己変革や新陳代
謝を進めるため｢学長の裁量による経費｣を区分

「日本再興戦略」改訂2015､骨太の方針、科学技術イノベーション総合戦略2015

中央教育審議会「新たな未来を築くための大学教育の質的転
換に向けて」答申

28
年度

第３期中期目標期間 開始

学校教育法･国立大学法人法一部改正法の施行
➤ 大学運営におけるガバナンス改革を促進するため、教授会等の規定の

見直し、国立大学法人の学長選考の透明化等

◆国立大学における特色ある学部等設置の状況（主なもの）

国立大学改革のこれまでの動きと主な成果
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• 機能強化のための改革の取組（組織再編、予算、人材や施設・スペース
等の資源再配分）を国立大学法人運営費交付金等により重点支援

• 各大学の改革の取組を第２期中期計画に反映
→ 各大学の取組への配分及び影響額を３～４割に

社会の変化に対応できる教育研究組織づくり

• 国立大学から大学発ベンチャー支
援会社等への出資を可能とする仕

組みの創設

→ 第185回臨時国会で産業競争力
強化法が成立、平成26年４月１日
施行

• 理工系人材育成戦略の策定
→ 早期の策定に向け最終調整中

大学発ベンチャー支援
理工系人材の戦略的育成

第１８６回通常国会で、学校教育法及び国立大学法人法の一部を改正する法
律が成立、平成27年４月１日施行

ガバナンス機能強化

• 海外大学のユニット招致、国際共同大学院の創
設、外国人教員の積極採用、英語による授業拡

大等の国際化を断行する大学を重点支援

• 日本人学生等の海外留学を支援する官民が協
力した新たな制度の創設

• 重点地域等を設定し、外国人留学生を戦略的に
受入れ

• 海外拠点を活用した現地選抜、渡日前入学許可
を促進する仕組みの構築

国際水準の教育研究の展開
積極的な留学生支援

国立大学法人評価委員会の評価体制の強化（産業界等大学関係者以外か

らの委員増等）、先進的取組の積極的発信 等

評価の体制強化

各大学と文部科学省が意見交換を行い、研究水準、教育成果、産学連携等の客観的デー
タに基づき、各大学の強み・特色・社会的役割を整理・公表

ミッションの再定義

• 国立大学法人運営費交付金の必要額を確保し
た上で退職手当にかかる配分方法を早期に見直

し、競争的資金における間接経費の確保

• 改革の取組への重点支援に際して、年俸制等の
導入を条件化、適切な業績評価体制の確立

• シニア教員から若手・外国人へのポスト振り替えを
積極支援

→１万人規模で年俸制・混合給与を導入

→若手・外国人に対し、1,500人の常勤教員のポス

トを政策的に確保することを目指す

人事・給与システムの弾力化

改革加速期間中（平成25～27年度）の国立大学の機能強化の取組
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国立大学法人運営費交付金予算額の推移
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平 成 ２ ７ 年 度
運 営 費 交 付 金
予 算 額

平 成 ２ ８ 年 度
運 営 費 交 付 金
概 算 要 求 額

対 前 年 度
増 ▲ 減 額 増▲減率

１兆９４５億円 １兆１，３６５億円 ４２０億円 ３．８％

附属病院経費
1兆41億円
(39.6%)

[9,786億円]

特殊要因経費
982億円(3.9%)
[958億円]

機能強化経費
1,186億円(4.7%)
[841億円]

〔支 出〕

基 幹 経 費
1兆3,147億円

(51.8%)
[1兆3,065億円] 

2兆5,356億円
(100.0%)

[2兆4,650億円]

※１．各項目における( )書きは、前年度の金額である。
２．前年度の金額における「基幹経費」「機能強化経費」「特殊要因経費」においては、一部組

替掲記を行っている。
３．本資料においては、外部資金（受託研究収入、寄附金収入、特許料収入等）など、運営費交

付金算定対象外のものに係る計数は含んでいない。
４．単位未満四捨五入のため、計が一致しない場合がある。

〔収 入〕
雑 収 入

300億円(1.2%)
[253億円]

運営費交付金
1兆1,365億円

(44.8%)
[1兆945億円]

附属病院
収入
1兆41億円
(39.6%)

[9,786億円]

授業料及入学検定料
3,650億円
(14.4%)

[3,666億円]

自己収入等
1兆3,991億円

(55.2%)
[1兆3,705億円]

2兆5,356億円
(100.0%)

[2兆4,650億円]

平成２８年度国立大学法人運営費交付金概算要求の構成
（大学共同利用機関法人を含む９０法人）
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（１）大学等の将来ビジョンに基づく機能強化の推進

各大学等の機能強化の方向性に応じた取組をきめ細かく支援する
ため、国立大学法人運営費交付金の中に３つの重点支援の枠組みを
新設

国立大学経営力戦略（平成27年６月）

○ 我が国社会の活力や持続性を確かなものとする上で、新たな価値を生み出す礎となる知の創出とそれを支える人材育成を担う国立大学
の役割への期待は大いに高まっており、「社会変革のエンジン」として「知の創出機能」を最大化していくことが必要。

○ 国立大学は、法人化のメリットをこれまで以上に生かし、新たな経済社会を展望した大胆な発想の転換の下、新領域・融合分野など
新たな研究領域の開拓、産業構造の変化や雇用ニーズに対応した新しい時代の産業を担う人材育成、地域・日本・世界が直面する経済
社会の課題解決などを図りつつ、学問の進展やイノベーション創出などに最大限貢献できる組織へ自ら転換。

○ 各国立大学は、
・ 既存の枠組みや手法等にとらわれない大胆な発想で、学長がリーダーシップとマネジメント力を発揮し、組織全体をリードする将来

ビジョンに基づく自己改革・新陳代謝を実行
・ 確かなコスト意識と戦略的な資源配分を前提とした経営的視点で大学運営を行うことで経営力を強化。

○ 大学共同利用機関法人は、大学の枠を越えた分野のナショナルセンターとして、研究者コミュニティ全体、大学の機能強化及び社会へ
の貢献を最大化させる役割を果たすため、経営力を強化。

○ 文部科学省は、基盤的経費である国立大学法人運営費交付金の水準を確保しつつ、自己改革に取り組む大学等にメリハリある重点支援
を実施するとともに、必要な規制緩和を行う。

また、これらの大学改革を後押しするため、研究成果の持続的
創出のための競争的研究費改革もあわせて実施。

（２）自己改革・新陳代謝の推進

・ 機能強化のための組織再編、大学間・専門分野間での連携・連合
・「学長の裁量による経費（仮称）」によるマネジメント改革
・ 意欲と能力のある教員が高いパフォーマンスを発揮する環境の整備
・ 経営を担う人材、経営を支える人材の育成確保

（３）財務基盤の強化

収益を伴う事業の明確化、寄附金収入の拡大、
民間との共同研究等の拡大

（４）未来の産業・社会を支えるフロンティア形成

「特定研究大学（仮称）」
「卓越大学院（仮称）」
「卓越研究員（仮称）」 の創設

２．具体的内容

１．基本的考え方
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【重点支援②】 【重点支援③】

北海道教育大学 名古屋工業大学 筑波技術大学 北海道大学

室蘭工業大学 豊橋技術科学大学 東京医科歯科大学 東北大学

小樽商科大学 三重大学 東京外国語大学 筑波大学

帯広畜産大学 滋賀大学 東京学芸大学 千葉大学

旭川医科大学 滋賀医科大学 東京芸術大学 東京大学

北見工業大学 京都教育大学 東京海洋大学 東京農工大学

弘前大学 京都工芸繊維大学 お茶の水女子大学 東京工業大学

岩手大学 大阪教育大学 電気通信大学 一橋大学

宮城教育大学 兵庫教育大学 奈良女子大学 金沢大学

秋田大学 奈良教育大学 九州工業大学 名古屋大学

山形大学 和歌山大学 鹿屋体育大学 京都大学

福島大学 鳥取大学 政策研究大学院大学 大阪大学

茨城大学 島根大学 総合研究大学院大学 神戸大学

宇都宮大学 山口大学 北陸先端科学技術大学院大学 岡山大学

群馬大学 徳島大学 奈良先端科学技術大学院大学 広島大学

埼玉大学 鳴門教育大学 九州大学

横浜国立大学 香川大学 １５大学 １６大学

新潟大学 愛媛大学

長岡技術科学大学 高知大学

上越教育大学 福岡教育大学

富山大学 佐賀大学

福井大学 長崎大学

山梨大学 熊本大学

信州大学 大分大学

岐阜大学 宮崎大学

静岡大学 鹿児島大学

浜松医科大学 琉球大学

愛知教育大学

５５大学

【重点支援①】

主として、地域に貢献する取組とともに、専門分野の特性に配

慮しつつ、強み・特色のある分野で世界･全国的な教育研究を

推進する取組を中核とする国立大学を支援

主として、専門分野の特性に配慮しつつ、強み・特色のあ

る分野で地域というより世界･全国的な教育研究を推進

する取組を中核とする国立大学を支援

主として、卓越した成果を創出している海外大学と伍して、

全学的に卓越した教育研究、社会実装を推進する取組

を中核とする国立大学を支援

平成２８年度国立大学法人運営費交付金における３つの重点支援枠について
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国立大学法人運営費交付金 1,136,513百万円（対前年比41,967百万円増）

国立大学経営力強化促進事業 18,800百万円（対前年比2,000百万円増）

○若手研究者が活躍できる安定性ある環境整備の促進等
⇒優秀な若手研究者の安定的なポスト拡大と併せて中長期的な視野に立った教員の年齢構成の是正等に積極的に取り組む大学への重点支援

○経営を支える人材等の育成・確保と組織基盤整備
⇒研究戦略（産学連携を含む）、国際交流等の専門分野において高度な専門的能力を備えた専門人材を育成・配置することにより、研究力強化、グロー
バル化への対応を積極的に展開するとともに、自らの努力に基づき財務基盤の強化を図るために組織整備を行う大学への重点支援

【機能強化の方向性に応じた重点配分】
３つの重点支援の枠組みを新設し、新領域の開拓、地域ニーズや産業構造の変
化に対応した人材育成等を行う組織への転換を促進。

重点支援①：地域のニーズに応える人材育成・研究を推進
重点支援②：分野毎の優れた教育研究拠点やネットワークの形成を推進
重点支援③：世界トップ大学と伍して卓越した教育研究を推進

【入学者選抜改革への支援】
⇒学力を多面的・総合的に評価する入学者選抜への転換・充実に向けた

体制整備を重点支援（アドミッション・オフィスの整備・強化等）

【大学間の連携・協力に基づく取組への支援】
⇒「共同利用・共同研究拠点」及び「教育関係共同拠点」で実施される

大学全体の機能強化に貢献する教育研究の取組を重点支援 等

機能強化促進係数
（仮称）により捻出
される財源も活用

〔第2期中期目標期間〕

特別経費

一般経費

基幹経費
（学長裁量経費含む）

〔第3期中期目標期間〕
評価に基づく

メリハリある配分を実施

特殊要因経費 特殊要因経費

【学長の裁量による経費の区分】
⇒学長のリーダーシップを予算面で発揮し、組織の自己変革や新陳代謝を進めるた
め、教育研究組織や学内資源配分等の見直しを促進する仕組みを導入。

国立大学改革強化推進補助金

各国立大学の機能の強化をより一層促進するため、基盤的設備や最先端設備の整備などを行う大学を、基盤強化の観点から重点支援

国立大学基盤強化促進費

機能強化の方向性に
応じた重点配分

高等教育
共通政策課題対応

国立大学経営力戦略の実行のための平成28年度概算要求 主な内容
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世界の有力大学は、国内外の優秀な教員・研究者等を招聘し、また優秀な学生を惹きつけ、教育研究の最高
水準を維持している。我が国においても、今後の教育研究の発展とイノベーション創出を見据え、このような
大学を目標とし、高い経営力を持ち、卓越した教育研究を行い、世界の大学と伍して、我が国の教育と研究を
牽引していく国立大学の形成が必要である。

その際、世界の有力大学は、高い自律性のもと、公的な資金にのみに頼らない豊富な資金力とマネジメント
力に裏付けられた大学運営を行っていることから、このような大学を目標とした運営を目指す国立大学につい
ても、規制緩和による財務基盤の強化と学内マネジメントの確立によって、大学運営の強化を行う必要がある。

これらを進めるため、必要な制度整備を行い、大臣の指定を受けた国立大学については、これまでの国立大
学法人制度と国立大学法人評価の枠組みとは別の仕組みの中で、支援・評価を行い、高い目標設定と高い自由
度・自律性の中で、教育研究を充実を図り、その競争力を高めていくこととする。

＜指定にあたっての観点＞

◆知の創出機能の発揮と財務基盤の強化
・新たな学問分野の開拓や、ベンチャー創業等のイノベーションの創出等の「知の創出機能」を発揮するための卓越し

た教育研究構想と、それを実現するために必要な財務基盤強化構想を検討し、意欲的な目標を設定する。

◆世界水準の厳格な評価の実施
大学自らが伍していこうとする海外大学を目標とすることにより、大学が達成すべき基準を設定し、それを元に学内

で第三者の参画を得た厳格な評価を実施する。国立大学法人評価においては、この厳格な学内評価を活用した新たな評
価制度を導入する。

◆学内のマネジメントの確立
・意思決定プロセスの明確化・透明性の確保など、学内外から信頼されるマネジメントの確立を実現する。
・学内にどのようなリソースがあるかをＩＲ等により把握・分析し、教育研究の卓越性強化のためのマネジメント戦略

の策定と、学内の最適な資源配分、組織見直しを実現する。

特定研究大学（仮称）の基本的な考え方（案）
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●私立大学の振興
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私立大学の入学定員充足状況私立大学の経営状況について

帰属収入で消費支出を賄えない文部科学大臣所轄学校法人の推移
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帰属収支差額比率がプラス帰属収支差額比率がマイナス

13.8%（7.4%）

22.6%（18.4%）

45.0%（46.3%）

51.5%（54.1%）

私大の約８割が入学定員充足率８０％以上を維持

地方中小私大の収支状況は半数以上が赤字傾向
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私立大学等における経常的経費と経常費補助金額の推移

※平成24、25、26、27、28年度は復興特別会計を除く。

私立大学等における経常的経費と経常費補助金額の推移
区 分 S50年度 55年度 H5年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

28年度
（要求）

経常的経費 4,892 8,818 21,359 28,849 29,426 29,786 29,691 30,052 30,449 30,516 30,977 31,580

経
常
費
補
助
金

総 額 1,007 2,605 2,656 3,313 3,281 3,249 3,218 3,222 3,209 3,188 3,175 3,184 3,153 3,275

(伸 率) (57.4) (10.6) (2.1) (0.6) (▲ 1.0) (▲ 1.0) (▲ 1.0) (0.1) (▲ 0.4) (▲ 0.7) (▲ 0.4) 0.3 (▲ 1.0) 4.0

伸 額 367 250 54 20 ▲ 32 ▲ 32 ▲ 31 4 ▲ 13 ▲ 22 ▲ 12 9 ▲ 31 122
う ち

特別補
助

17 73 397 1,109 1,113 1,113 1,102 1,102 398 394 393 422 441 528

割合 (1.7) (2.8) (15.0) (33.5) (33.9) (34.3) (34.3) (34.2) (12.4) (12.4) (12.4) (13.3) (14.0) (16.1)

補助割合 20.6 29.5 12.4 11.5 11.1 10.9 10.8 10.7 10.5 10.4 10.3 10.1
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日本の私立大学

（出典）連邦教育省の統計（U.S.Department of Education, 
Digest of Education Statistics 2014, Table 333.40 ）を元に
作成。

私立大学等における多様な財源の確保の重要性

アメリカの私立大学

（出典）日本私立学校振興・共済事業団
「平成26年度今日の私学財政」(平成25年度決算の大学法人)

○日本の私立大学は、学生納付金が収入の大半を占めている。

○私立学校の経営基盤の強化や教育研究の質の向上のため、
収益事業や寄附金など、多様な財源を確保するための取組が重要。

公財政
11%

学生納付

金
52%

自己収入
30%

寄付金
2% その他

5%
公財政
13%

学生納付

金
32%

自己収入
36%

寄付金
11%

その他
7%
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◆ 私立学校法の改正（平成２６年４月）

学校法人の管理運営組織や財務状況等について、実態を調査するとともに、必要な指導・助言を行うため、毎年度、学校法
人運営調査委員による実施調査を実施。

平成２３年度からは教学面の調査を開始し、平成２７年度からは調査対象法人を拡充（３０法人→５０法人）するなど、制度を
充実・強化。

◆ 学校法人運営調査の実施

◆ 学校法人の経営状況の把握
文部科学大臣所轄学校法人については、日本私立学校振興・共済事業団とも連携しながら、各学校

法人の財務諸表に基づく経営状態の分析により経営状況を把握。

◆ 問題のある学校法人への指導

経営悪化傾向にある学校法人については、経営改善計画（５カ年）を作成させ、改善状況を定期的に把握。
管理運営に問題のある学校法人については、個別に指導。

学校法人の運営が法令等に違反し、著しく不適正な状態に
陥っているときに、所轄庁が適切に対応するための仕組みを整備。

①学校法人に対する報告徴収・立入検査

②所轄庁による必要な措置命令

③措置命令に従わない場合の役員解任勧告

学校法人に対する経営支援の充実

（参考）
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平成４年度の２０５万人から１８歳人口が急激に減少し、私立大学にとって厳しい状況が続いてきたが、
平成３２年度を目途に、１８歳人口が再び減少局面へ。

（平成２２年度（２０１０）：１２２万人 → 平成３２年度（２０２０）：１１７万人 → 平成４２年度（２０３０）：１０１万人）

⇒ 来るべき人口減少期に備えて、今が私立大学、とりわけ地方の私立大学の経営基盤及び教育・研究
基盤の抜本的強化を図る好機。改革に取り組む大学への重点的な私学助成のテコ入れにより、各大
学の経営改革・教学改革を加速させ、強固な高等教育基盤を築くことが必要。

人口減少社会を克服する私立大学等の経営基盤・教育研究基盤の確立

１８歳人口の減少局面を迎える平成３２年度（２０２０年度）までを、「私立大学等経営強化集中支援期間」とし
て設定し、スピード感ある経営改革及び教学改革を行う私立大学等に対し重点支援を実施するため、私学助成
の充実が必要。

▲５万人減 ▲１６万人減

※ 地方の私立大学は、人材育成はもちろんのこと、教育・研究機能
を活かして、地域の経済・社会・雇用・産業・文化に貢献しており、
地方創生のため極めて重要な役割を担っている（別添参照）。

○私大の約８割が入学定員充足率８０％以上を維持。

私立大学を取り巻く現状
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○地方中小私大の収支状況は半数以上が赤字傾向。
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私立大学等の入学定員充足率

※80％以上充足している

学校の割合はほぼ変わらない
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○１８歳人口の急激な減少を見据え、大学内・大学間でのスピード感ある経営改革を進め、地方に高度な大学機能
の集積を図る地方の中小規模私立大学等に対し、「私立大学等経営強化集中支援期間」における集中的支援を行う。

対 象 期 間 ：平成２７～３２年度（２０２０年度）までの「私立大学等経営強化集中支援期間」

支援対象校：地方の中小規模私立大学等のうち最大１９０校程度
※三大都市圏以外に所在（三大都市圏の定義は首都圏整備法等を活用するが、平成２７年度の対象地域に所在する大学等は

対象とする。） 、収容定員4,000人以下（※平成28年度から変更）
※管理運営不適正等、情報公開の実施状況、役員報酬額（Bのみ）により不交付・減額等の措置を受ける大学等は対象外

選定・配分 ：経営改革に向けた取組（経営の新陳代謝）を点数化し、獲得点数の多寡等に応じて傾斜配分
※自然的・社会的条件を勘案し、条件不利地域に所在する大学等への加算等を実施
※学校種や大学等の規模、地域のバランスに偏りが生ずる場合には、所要の調整を検討

私立大学等経営強化集中支援事業 平成28年度要求額：７０億円（４５億円）

基本スキーム

主な評価項目例

◆経営状況の把握・分析
・経営状況の把握・分析等に関するSDの実施
・学部等ごとのSWOT分析等の実施

◆組織運営体制の強化
・経営方針の企画立案等に係る機能の強化
・監査体制の強化

◆学生募集・組織改編
・地域における入学志願動向調査の実施
・定員規模の見直し、学部等の改組(Ｂのみ)

◆他大学等との連携
・共同IR、共同学生募集活動等の実施
・他大学との学内施設等の共同利用

◆地域・産業界との連携等
・地域経済への波及効果の分析
・地方公共団体・企業からの資金提供

収容定員充足率 選定率・校数（目安） 配分額

タイプA（経営強化型） 80%～107% 50%程度・90～100校程度 3,400万円（平均）

タイプB（経営改善型） 50%～80% 70%程度・80～90校程度 4,000万円（平均）

◆中長期計画の策定等
・中長期計画の進捗管理と見直し（PDCA）
・中長期計画策定への教職員の参画状況

※タイプB 枠での申請には、
「経営改善計画」（財務上の数値目標・達成時期を

含む中長期計画）の策定・提出を必須とする。

◆人事政策・経費節減等
・人事考課の導入
・経費節減目標の設定

※法人合併、大学統合等を機関決定する場合
には、別枠で加点する。（Ｂのみ）
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平成28年度要求額252億円（201億円）

経常費 192億円（144億円）
活性化設備費 46億円（46億円）
施設・装置費 14億円（11億円）

私立大学等改革総合支援事業
○ 高等教育全体の質の向上には、大学の約８割を占める私学の改革支援が急務。

○ このため、各タイプに対応した改革に全学的・組織的に取り組む大学等に対する支援
を強化するため、経常費・設備費・施設費による一体的支援を実施。

○ 高大接続改革が進む中で、教育の質的転換の取組について重点的に措置（タイプ１）。
また、大学の特色に応じて申請できるタイプ２～４も充実。

○ 対象は、延べ８００校程度を想定（各タイプ間の重複採択あり） 。

基本スキーム

タイプ１「教育の質的転換」（400校）

全学的な体制での教育の質的転換 （学生の主体的な学修の充実等）を支援

＜評価する取組（例）＞
○全学的教学マネジメント体制の構築
○シラバスの改善（主体的な学修を促す教育課程の編成）
○学生の学習時間等の把握と充実
○学生による授業評価結果の活用
○外部組織と連携したproject-Based Learningの実施

タイプ２「地域発展」（200校）

地域社会貢献、社会人受入れ、生涯学
習機能の強化等を支援

○自治体との包括連携協定の締結
○全学的地域連携センターの設置
○地域社会と連携した地域課題解決のための教
育プログラム 等

タイプ３ 「産業界・他大学等との連携」 （100校）

産業界や国内の他大学等と連携した
高度な教育研究支援

○教育面を含む産学連携体制の構築

○長期インターンシップ

○交流協定に基づく単位互換の実施・交流実績

○教育プログラムの共同開発、共同研究、共同
FD・SD 等

タイプ４「グローバル化」（100校）

国際環境整備、地域の国際化など、多
様なグローバル化を支援

○実践的な語学教育

○外国人教員・学生の比率

○地域のグローバル化への貢献 等

※三大都市圏（過疎地域は除く）にある収容定員8,000人以上の
大学等は対象外。

※必須要件 グローバル化対応ポリシーの策定。

○履修系統図又はナンバリングの実施
○３つのポリシーの策定・公表
○高等学校教育と大学教育の連携強化 等
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学長のリーダーシップの下、優先課題として全学的な独自色を大きく打ち出す研究に取り組む私立大学に
対し、施設費・装置費・設備費と経常費を一体的に支援

私立大学研究ブランディング事業
平成２８年度概算要求額１０９億円【新規】

※「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」の継続採択分の支援を含む

支援対象

補助条件等

地域の経済・社会、雇用、文化の発展や特定の分野の発展・深
化に寄与する研究

・特定の地域あるいは分野における、地域の資源活用、産業の振興・観光資

源の発掘・文化の発展への寄与、起業や雇用の創出等を目的とするもの

・申請は地方大学※1又は中小規模大学※2に限定
※1 三大都市圏（定義は首都圏整備法等を活用）以外に所在 ※2 収容定員8,000人未満

先端的・学際的な研究拠点の整備により、全国的あるいは国際
的な経済・社会の発展、科学技術の進展に寄与する研究

・学際・融合領域・領域間連携研究により新たな研究領域の開拓、生産
技術の確立や技術的課題への大きな寄与、国際連携等のグローバルな
視点での横断的取組、社会的ニーズに対応した知の活用等を目的と
するもの

審査方法

タイプＢ【世界展開型】（Research Center  for  the  World）タイプＡ 【社会展開型】（Research Center  for  Ｓociety）

【第１段階】研究体制審査
学長のリーダーシップの下で全学的優先課題としての設定や研究体制の整備が適切に行われていると認められる大学を選抜（点数式）

○事業計画への記載、学内予算及び人的資源の重点的・効率的配分、教育への展開計画の策定など、全学的優先課題として位置付けされているか。
○研究活動・研究業績に係る点検・評価を実施し、その結果を研究組織あるいは全学的な管理運営に反映する体制が整備されているか
○研究活動の進捗管理及び支援に係るマネジメント体制、学内外の連携体制が整備されているか。 等

・各年度の申請は１大学１件限り

・文部科学省ホームページやシンポジウム等において各大学が打ち出す研究ブランド力を集約して発信

・各大学における研究の進捗状況及び成果の発信・普及を義務付け

・補助対象事業費の下限額：施設・装置1,000万円、設備500万円 経常費は研究期間中（５年以内）にわたり増額措置

研究設備経常費

研究施設

【第2段階】研究内容審査
○科学的・技術的意義や社会的・経済的意義がある研究内容か。
○研究成果が貢献・寄与する程度が明確に想定され、実現可能性があるか。
○グローバルな視点・独自性・新規性があり、研究内容との関連が明確に

されているか。 等

【第2段階】研究内容審査
○期待される研究成果が明確であり、全学的優先課題として適切か。
○研究成果が波及する対象との連携体制が整備されているか。
○打ち出そうとするブランド力に独自性・新規性があり、研究内容との関連が

明確にされているか。 等

５０件程度選定

７０件程度選定

［ 施設・装置：１０億円 設備：２０億円 経常費：７９億円 ］
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立教大学
26年度：タイプ1，3，4

教育の質的転換

通常の高校を卒業した学生に対し、国際経

営学の専門科目を２年次秋学期から英語で

履修できる能力を育成するため、専門教育

科目と連動しつつ段階的にレベルアップす

る英語の授業を実施。

「私立大学等改革総合支援事業」採択大学の取組例
羽衣国際大学

26年度:タイプ1，2，4
地域発展

京都・大阪・和歌山の市区町と連携し、商店

街活性化事業、地元特産物を使ったレシピの

開発・販売による観光客誘致などの過疎化対

策支援、学生による地域の食育活動を実施。

松本大学
26年度:タイプ1，2

地域発展

大学と地方自治体、地元企業が連携し、「ひとづくり」「まちづ
くり」「健康づくり」という地域課題を解決するための事業を実
施。「地域づくりコーディネーター」の養成・認定や、学生や地
域の人々が出入りして交流・相談を行う「地域づくり考房『ゆ
め』」を設立。

石巻専修大学
26年度:タイプ2

地域発展

被災地復興に向けたボランティア活動の拠点と
なった。被災の記憶をとどめるためのアーカイブ
化などの防災と復興に関する事業を行うととも
に、地域の小中高校と連携した復興教育を展開す
るなど「復興共生プロジェクト」を実施。

国際基督教大学
26年度:タイプ4
グローバル化

建学以来、日本語と英語によるバイリンガル教育を徹底。助教以上が学生一人ひと
りに対して、履修計画の指導・助言するアドヴァイザー制度を抜本的に充実。ま
た、指導・助言の専門部署であるアカデミック プランニング・センターを新設し、
職員による専門的支援も拡充。学生の日本語と英語による論文作成指導を行うライ
ティングサポートデスクを完備した。（外国人教員等の比率は91.9% 卒業時まで
の留学経験者の割合 56.5％）

立命館アジア太平洋大学
26年度:タイプ1，3，4

グローバル化

専門領域の学修と学部横断的な領域
の学修の融合。日本でもトップクラ
スの留学生比率と、教員の約半数が
外国籍という多文化・多言語環境を
実現。

千葉商科大学
26年度:タイプ2

地域発展

生涯にわたるキャリア形成を支援するという目
的で、商店街活性化や小学生向けのイベントを
通じ、地域の人々と学生との「学び合い」に
よって、相互のキャリア意識を高める取組を実
践。

嘉悦大学
26年度：タイプ1,2
教育の質的転換

初年次教育を、①「語り手」重視、②「キャリア教
育」重視、③「コミュニケーション能力」重視、④
「Teaching」ではなく「Training」重視、という観
点から実施。基礎ゼミナールは、専門分野にかかわ
らず若く人間的魅力あふれる教員を担当教員として
配置するとともに、SA(Student Assistant)：各ク
ラス２名、新入生のロールモデルとなる先輩学生を
配置）による支援を通じ学生目線でのグループワー
ク等を実施。 吉備国際大学

26年度:タイプ1，2，4
地域発展

南あわじ志知キャンパスにおいて、兵庫県南あ
わじ市における、地域農産業の活性化に向けた
新規農業システム研究等を実施。
また、高梁キャンパスにおいて、園芸療法など
地域の健康維持増進に向けた調査研究など医療
福祉分野における取組も行っている。

共愛学園前橋国際大学
26年度:タイプ1，2，4

グローバル化

KYOAI GLOCAL PROJECTとして、地域社会を牽引するグ
ローカルリーダーの育成を目指す。少人数のクラスを基本
とし、授業の75％をアクティブラーニング要素を含むもの
に改善。「ユビキタスキャンパス」として、いつでも、ど
こでも、ネットワークを利用できる環境を整備。

関西大学
26年度:タイプ1，2，3

産業界・他大学等との連携

社会ミクロ・データ及び政策分析ソフトウェアを研究者に

公開して、新しい社会科学の展開を目指す。人文・社会科

学分野の研究水準の向上と、異分野融合による新たな学問

領域の創出を目指す「ソシオネットワーク戦略研究機構」

を立ち上げ。

ものつくり大学
26年度:タイプ1，2，3

産業界・他大学等との連携

企業が抱える様々な課題に取り組むPBL型インターンシップ

を実践。複数の大学と連携するとともに、語学力向上や社会

人基礎力の育成を総合的に実施。産業界のニーズに応じた人

材育成に力を入れる。大学生活を一元的にまとめた学生カル

テを用いた学生支援も充実
長浜バイオ大学

26年度:タイプ1，3
産業界・他大学等との連携

滋賀県・長浜市が設けた特区（サイエンスパーク）内に
立地。バイオ教育研究の中核機関であるとともに、複数
企業が隣接しバイオクラスターを形成。インキュベー
ションセンター設置、実用化研究、ベンチャー企業への
支援など産学官が連携した実学教育を実現。

＜ものつくり大学のPBLの様子＞＜共愛学園前橋大学のユビキタスキャンパス＞

＜豊田工業大学の国際学生寮におけるアクティブ
ラーニングスペース＞

＜石巻専修大学の３Dプリンタで作成した震災前の
石巻沿岸の模型＞

＜嘉悦大学のSA＞

福岡工業大学
26年度:タイプ1，2，3，4

教育の質的転換

「For all the students」を経営理念として掲げ、マ
スタープランに従って、全学をあげて体系的・系統
的に教育内容・方法を改善。カリフォルニア州立大
学と共同の国際教育プログラムを開発・実施する。
本プログラムでは、学生だけでなく、教員・職員も
参加。

豊田工業大学
26年度:タイプ1，3，4

教育の質的転換

一学年80名の少人数教育で、複数の工学分野を支える

基礎的概念を初年次で着実に学び、その上で専門性を

深める「ハイブリッド工学」教育を実施。哲学の必修

化など教養教育も充実している。１年次は全寮制であ

り、寮内のInnovation Contestなどで、チームでの問

題解決型学修を実施。

国際大学
26年度:タイプ4
グローバル化

グローバルリーダーの養成を目指す大学
院大学（新潟県南魚沼市）。すべての授
業を英語で実施。世界約50カ国から集
まった学生が、全寮制の中で切磋琢磨し
ながら学ぶ。英・エコノミスト誌の
2015ビジネススクールランキングで、
MBAプログラムが日本から唯一のラン
クイン。

金沢工業大学
26年度:タイプ1，2，3，4

教育の質的転換

学生一人一人が一週間毎に学生生活全般から得た知識

や反省点、学期毎にこれらの回顧と今後の展望をまと

め「KITポートフォリオシステム」に自己の成長記録

として蓄積。これらの蓄積された成果等に基づき「学

修アドバイザー(クラス担任)」は個人面談や評価等を

通じて、PDCAサイクルを確立。

84



●学長のリーダーシップの確立
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中央教育審議会大学分科会組織運営部会において、学長がリーダーシップを発揮できる体制の整備や学長
の選考方法、教授会の役割の明確化等について検討を行い、平成26年2月12日に大学分科会で審議まとめ。

◇ 各大学は、教育・研究・社会貢献機能の最大化のため、本部・部局全体のガバナンス体制を総点検・見直
し。責任の所在を再確認するとともに、権限の重複排除、審議手続の簡素化、学長までの意思決定過程の
確立を図る。

◇ 国は、学長のリーダーシップの確立と教職員の意識改革のため、効果的な制度改正とメリハリある支援を実
施。

◇ 社会は、大学と積極的に関わり、学長のリーダーシップを後押し。

１．学長のリーダーシップの確立

○学長補佐体制の強化（総括副学長等
の設置、高度専門職の創設 等）

○予算、人事、組織再編におけるリー
ダーシップの確立 等

３．教授会の役割の明確化

○教育課程編成、学生の身分、
学位授与、教員の研究業績
審査等を審議 等

２．学長の選考・業績評価

○選考組織が主体性を持って、求
められる学長像を示し、候補者
のビジョンを確認して決定 等

４．監事の役割の強化

○ガバナンスの監査
○常勤監事の配置 等

＜主な内容＞

○中央教育審議会大学分科会 審議まとめ
「大学のガバナンス改革の推進について」26.2.12のポイント

○副学長の職務内容を見直し、学長の命を受けて校務を分担できることとする
○教授会は「教育研究に関する事項」について審議し、決定権者である学長等に対して「意見を述べる」機関で

あることを明確化する
○国立大学法人は、学長選考の基準を定め、選考結果とあわせて公表することとする
○国立大学法人の経営協議会の外部委員の割合を２分の１以上から過半数とする 等

平成２７年４月１日より施行○学校教育法及び国立大学法人法の改正のポイント

※独立行政法人通則法の改正に伴い国立大学法人の監事機能を強化(役職員や子法人に対する調査権限の
法定化、任期の延長等)

大学のガバナンス機能の強化
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大学における「内部規則等の総点検・見直し結果についての調査」（確定値）概要

調査回答状況：1,127校/1,131校 （調査時点：平成27年4月1日、調査期間：平成27年4月28日～5月27日）

学校教育法等の一部改正（平成27年4月1日施行）の趣旨を踏まえた、大学における内部規則等の総点検・見
直し状況を把握するための調査を行った。

【学校教育法関係 主なポイント】

法令改正を受けて、全体の97.3％に当たる1,097校が内部規則等の規定の改正などの具体的な取組を実施済み。

校務に関する最終的な決定権が学長にあることについて、内部規則等において、
法令改正前から担保されている大学 504校（44.7％）
法令改正後に担保した大学 615校（54.6％）

※担保されていない大学8校のうち5校は募集停止大学、1校は本調査後の6月時点で改正済、1校は11月末までに改正完了予定

教授会は審議機関であり、決定権を有する学長に対して意見を述べる関係にあることについて、内部規則等において
法令改正前から担保されている大学 355校（31.5％）
法令改正後に担保した大学 765校（67.9％）

※担保されていない大学7校のうち5校は募集停止大学、1校は本調査後の6月時点で改正済、1校は11月末までに改正完了予定

国立大学及び法人化された公立大学（計165校）において、法人化後に適用されなくなった教育公務員特例法に基づき教授会に権限
を認める規定が改正法の趣旨に反する形で内部規則等に残っているかどうかについて、

法令改正前から残っていない大学 91校（55.2％）
法令改正後に当該規定を改正した大学 73校（44.2％）

※本調査後の6月時点で当該規定を改正した1校と併せて、 該当する全ての大学で整備がなされた。

【国立大学法人法関係 主なポイント】

学長選考の基準として、 「学長に求められる資質・能力」「学長選考の手続・方法」に関する具体的な事項が盛り込まれているかについて、全
ての国立大学（86校）において、「盛り込まれている」又は、「次期学長選考の開始までに対応予定」とされている。

学長選考会議が、選考した学長の業務執行の状況について恒常的な確認を行うことについて、
法令改正後に、恒常的な確認を行うこととした 66校（76.7％）
恒常的な確認の在り方を検討中 15校（17.4％）※ほか５校については、法令改正前から、恒常的な確認を実施している。 87

検討の趣旨

（検討の趣旨）

大学運営の一層の改善・充実のための方策について、中央教育審議会大学分科会「大学のガバナンス改
革の推進について（審議まとめ）」（平成26年2月12日）において、以下のとおり指摘。

○学長がリーダーシップを発揮していくためには，大学執行部が，各学部・学科の教育研究の状況を的確に把握
した上で，必要な支援を行ったり，あるいは，大学執行部自らが，全学的な具体的な方針を打ち出したりしていく
ことが前提となる。そのためには，例えば，前者の例として，リサーチ・アドミニストレーター（URA）やインスティト
ゥーショナル・リサーチャー（IRer），産学官連携コーディネーター等を，後者の例として，アドミッション・オフィサー
やカリキュラム・コーディネーター等の人材を，大学本部が配置することが考えられる。また，その他にも，弁護
士・弁理士等の資格保有者，広報人材，翻訳者等，高度な専門性を有する人材（高度専門職）を各大学がその
実情に応じて活用し，全学的な支援体制を構築していくことが重要。

○各大学による一層の改革が求められる中，事務職員が教員と対等な立場での「教職協働」によって大学運営に
参画することが重要であり，企画力・コミュニケーション力・語学力の向上，人事評価に応じた処遇，キャリアパス
の構築等についてより組織的・計画的に実行していくことが求められている。

○高度の専門性を有する職種や，事務職員等の経営参画能力を向上させるため，大学が組織的な研修・研究（
スタッフ・ディベロップメント（SD））を実施することも重要である。

○学長がリーダーシップを発揮していくためには，補佐体制の充実が必要であることから，IRや入学者選抜，教務
，学生支援，人事や財務，広報等各分野に精通した「高度専門職」の設置や恒常的な大学事務職員のスキル向
上のためのSDの義務化等，今後，必要な制度の整備について，法令改正を含めて検討すべき。

（検討すべきポイント）
①「専門的職員」の設置 ②大学職員の資質向上（ＦＤ・ＳＤ） ③「事務組織」の見直し
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SDの実施状況

○スタッフ・ディベロップメントとして行ったもの（大学数）（平成25年度）

文部科学省調べ（回答数 国公私立大学762校）

≪ＳＤの目的≫

・SDの内容は、「大学問題に関する基礎的な知識・理解を深めること」が最も多い。
また、「戦略的な企画能力の向上」が最も低い。

ＳＤの内容

58

33

48

65

62

25

11

19

39

37

214

133

169

261

353

39.0%

23.2%

31.0%

47.9%

59.3%

297

177

236

365

452

0 200 400

コミュニケーション能力の向上を目的とするもの

戦略的な企画能力の向上を目的とするもの

マネジメント能力の向上を目的とするもの

業務領域の知見の獲得を目的とするもの

大学問題に関する基礎的な知識・理解等
を深めることを目的とするもの

国立 公立 私立
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・各大学における政策決定に対する事務局の影響度合いについて、（多い順に）「就職支援」「学生募集」「学生支援」
「施設計画」「財政計画」「事業計画」などの項目で、「かなりある」との回答が多くなっている。

第32回中央教育審議会大学教育部会 桜美林大学：篠田道夫教授説明資料より
私大協会附置私学高等教育研究所「職員の力量形成に関する調査」（2010．10）

かなりある 少しある ほとんどない 無回答

中長期計画（将来構想） 58.0% 34.6% 5.6% 1.7%

事業計画 66.7% 30.3% 2.2% 0.9%

財政計画 71.0% 21.2% 6.1% 1.7%

施設計画 71.4% 25.1% 2.2% 1.3%

教育計画 19.9% 58.4% 20.8% 0.9%

学生支援 71.9% 24.7% 2.6% 0.9%

就職支援 84.4% 11.7% 3.5% 0.4%

情報化計画 59.7% 37.2% 2.2% 0.9%

研究計画の推進 10.0% 42.9% 45.9% 1.3%

学生募集 84.0% 14.3% 1.3% 0.4%

社会貢献 39.0% 47.2% 13.4% 0.4%

地域連携活動 49.8% 38.5% 11.3% 0.4%

政策決定に対する事務局の影響度合い

政策決定に対する事務局の影響度合い
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●大学教育の質保証に係る全体的なシステムの
改善・充実

91

各大学の学内での取組
（①内部質保証）

設
置
申
請

文
科
大
臣
認
可

➃ 認証評価（第三者評価）

文科大臣が認証した評価団体が

実施（７年に１回）

自己改善 自己点検・評価

４
年
制
大
学
の

場
合
は
４
年
間

【大学の設置申請から完成年度までの質保証】 【恒常的な質保証】

認可後のフォロー

設置計画の履行を

チェック

⑤社会への情報公表

完
成
年
度

H23年から義務化

教育課程，教員数・教員資格，校地・校舎面積などの最低基準を定める（教育研究水準を確保）

大
学
新
設

② 設置認可審査

大学設置・学校法人審議会による

審査（ピア・レビュー）

③ 大学設置基準

結
果
の
公
表

教育研究活動

我が国の大学の質保証のイメージ図
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論点➀
【高大接続改革(大学教育の質的転換、大学入学選抜改革)等を推進するための評価の在り方】

（検討課題）
○ 各大学の大学教育の質的転換や大学入学者選抜改革の取組を適切に評価し、更なる取組
の充実につなげるための評価の在り方

〇 学修成果や内部質保証（各大学における成果把握とそれによる改善等）を重視した評価
への発展・移行

〇 高大接続改革の方向性を踏まえた各大学の個別選抜改革の取組に対する評価の推進
〇 特定の教育研究活動に重点を置いた評価とこのような評価を実施した場合の共通の評価
項目の扱い（簡素化等）など、大学の多様性に対応した評価の推進

〇 各大学が掲げる目的・水準等に対する評価（達成度評価）など、各大学の改革を支援す
るための評価の推進

〇 各大学の評価結果に応じた次回評価の弾力化（優れた評価を受けた場合における、受審
の期間や受審内容の特例等）

〇 関係団体の取組（JABEE等）の発展も含めた、分野別評価の推進

論点②【評価結果を活用した改善の促進】

（検討課題）
〇 法令上の位置づけも含めた、評価基準等への適合・不適合の判定の仕組みの整備
〇 評価結果のフォローアップの仕組みの整備（不適合判定に対する再度の評価等）
〇 評価結果の各種取組への活用（各種補助金の応募条件における適合判定の要件化等）
〇 各大学の評価結果に応じた次回評価の弾力化（優れた評価を受けた場合における、受審

の期間や受審内容の特例等）【再掲】

認証評価制度改善に係る検討状況①
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認証評価制度改善に係る検討状況②
論点③【認証評価機関の評価の質の向上】

（検討課題）
〇 認証評価機関に対する評価の在り方（メタ評価、認証評価機関の定期的なレビュー等）
〇 認証評価機関における評価の質の向上の取組（複数の機関が連携した取組等の促進、法
令上の位置づけ等）

〇 先進的な評価手法の開発等、大学評価に関する調査研究の促進

論点④【評価における社会との関係の強化】

（検討課題）
〇 ステークホルダーの視点を取り入れた評価の実施（高等学校や自治体、産業界など幅広
い関係者の声を評価に反映するための仕組みの整備等）
〇 評価を通じて把握した各大学の特色ある取組も含め、認証評価機関の取組の社会への情
報発信の促進

論点⑤【評価人材の育成】

（検討課題）
〇 複数の機関が連携した取組も含めた、評価人材の育成や専門的知見の継承のための取組
の促進

論点⑥【評価の効率化】

（検討課題）
〇 大学ポートレートのデータの活用も含め、評価における公表資料や既存資料の活用の促
〇 他の評価制度（国立大学法人評価等）と連携した評価業務の効率化
〇 情報公表に積極的に取り組む大学等に対する評価の特例（簡素化等）

進
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５．学びのセーフティーネットの構築

●学生等への経済的支援の充実

奨学金の「有利子から無利子へ」の流れの加速

「所得連動返還型奨学金制度」の導入

95

貧困の世代間連鎖を断
ち切り、我が国の将来を
支える人材に！

幼児教育の
段階的無償化

就学援助等の充実

高等学校等就学支援金制度のほか、低
所得世帯を対象とした「高校生等奨学給
付金（奨学のための給付金）制度」により
支援
【H28概算要求:189億円(+110億円)】

「高校生等奨学給付金（奨学の
ための給付金）制度」の充実

誰もがいつでも、希望する質の高い教育を受けられる社会を実現

幼児期

義務教育段階

高校等段階

高等教育段階

意欲と能力のある学生が経済的理由により修学を断念する
ことなく安心して学べるよう、所得連動返還型奨学金制度の
導入に向けた対応を加速するとともに、無利子奨学金、授
業料減免や授業料の負担軽減の充実等を図る。
【H28概算要求：（無利子奨学金事業費）3,344億円(+220億円)】
【H28概算要求：（授業料減免等）417億円(+16億円)】

無利子奨学金の一層の充実
所得連動返還型奨学金制度の導入

国公私立大学生等に対する授業料減免の充実、
専門学校生への効果的な経済的支援の在り方に関する実証研究 等

要保護児童生徒に対する就学
援助、「就学援助ポータルサイ
ト（仮称）」の整備などを通じて、
各市町村における就学援助等
を充実
【H28概算要求: ８億円(前年同)】

フリースクール等で学ぶ子供
への支援の在り方等に関する
実証研究事業を実施
【H28概算要求: ５億円(新規)】

世帯の経済的状況にかかわ
らず、すべての子供が安心し
て幼児教育を受けられるよう、
幼児教育の段階的無償化を
推進
【H28概算要求:事項要求】

※復興特別会計を含まない。

幼児期から高等教育段階まで切れ目のない教育費負担の軽減を目指す
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意欲と能力のある学生等が、経済的理由により進学等を断念することが
ないよう、安心して学ぶことができる環境を整備することが重要。このため、
①無利子奨学金の貸与人員の増員や、
②「所得連動返還型奨学金制度」の導入に向けた対応の加速
など、大学等奨学金事業の充実を図る。

（独）日本学生支援機構 大学等奨学金事業の充実

平成28年度概算要求 貸与人員 ： 135万6千人
事業費総額： 1兆1,275億円
〔他に被災学生等分5千人・36億円〕

○「有利子から無利子へ」の流れの加速（無利子奨学金の拡充）

• 貸与基準を満たす希望者全員への貸与の実現を目指し、無利子奨

学金の貸与人員を増員し、奨学金の「有利子から無利子へ」の流れ

を加速。

＜貸与人員＞ 無利子奨学金 49万8千人（3万8千人増※）

※うち新規貸与者の増員分3万人
〔この他被災学生等分5千人〕

（有利子奨学金 85万7千人（2万人減））

○「所得連動返還型奨学金制度」の導入に向けた対応の加速

• 奨学金の返還の負担を軽減し、返還者の状況に応じてきめ細やか

に対応するため、所得の捕捉が容易となる社会保障・税番号制度

（マイナンバー制度）の導入を前提に、返還月額が卒業後の所得に

連動する、「所得連動返還型奨学金制度」の導入に向けて、詳細な

制度設計を進めるとともにシステムの開発・改修に着手する等の対

応を加速。

＜システム開発・改修費＞ 25億円

＜平成２８年度概算要求＞ 区分 無利子奨学金 有利子奨学金

貸与人員 ４９万８千人(３万８千人増）
〔他被災学生等分５千人〕

８５万７千人
(２万人減）

事業費 ３，３４４億円（２２０億円増）
〔他被災学生等分３６億円〕

７，９３１億円
（３５億円減）

うち
一般会計
復興特会
財政融資資金

政府貸付金

一般会計：１，００６億円

復興特会： ２８億円

財政融資資金

８，１７６億円

貸与月額
学生が選択

（私立大学自宅通学の場合）

３万円、５．４万円

学生が選択
（大学等の場合）

３、５、８、１０、１２万円

貸与
基準

２７年度
採用者

学
力

・高校成績が３．５以上(１年生)
・大学成績が学部内において上
位１／３以内(２年生以上)

①平均以上の成績の学生
②特定の分野において特に

優秀な能力を有すると認め
られる学生

③学修意欲のある学生

家
計

家計基準は家族構成等により異なる。（子供１人～３人世帯の場合）

一定年収(650万円～1,280万円)以下
※貸与基準を満たす年収３００万円

以下の世帯の学生等は全員採用

一定年収(850万円～1,520万円)以
下

返還方法

卒業後２０年以内

＜所得連動返還型＞
卒業後一定の収入（年収３００万円）
を得るまでは返還期限を猶予

卒業後２０年以内
（元利均等返還）

返還利率 無 利 子

上限３％（在学中は無利子）

学生が選択
（平成27年3月貸与終了者）

利率見直し方式
(5年毎)

０．１０％

利率固定方式

０．６３％97

非正規雇用の増加等により、高等教育機関を卒業した30代から50代の者のうち、約3割が、年収300万円を下回る状況。

奨学金の返還についても、時代の変化に応じ、従来の返還方式に加え、卒業後の年収に応じて無理なく返還できる仕組みを導入。

X万円（卒業後の本人の年収）

（返還月額）

【返還額】
月1万4,400円
（年間17万2,800円）

○ 貸与種別 無利子奨学金「私立大学・自宅通学」 ○ 貸与総額 5.4万円／月×12月×4年=259.2万円

３００万円

【返還期限を猶予】

14,400円

本人の年収が300万円を超えるまでは、
返還期限が猶予される。

（返還月額）

b円

Y万円 Z万円

a円

c円

一定の年収を上回った段階で、
返還が開始される。

モデルケース

より柔軟な『所得連動返還型奨学金制度』の導入に向けた対応の加速

～ マイナンバー制度の導入にあわせて平成２９年度進学者から新しい方式で！ ～

施策内容

現 行 制 度
所得連動返還型無利子奨学金制度
＜対象者＞
・無利子奨学金の貸与基準を満たす者で、

家計支持者の年収が300万円以下の者

改正後のイメージ

本人の卒業後の年収に応じて、
返還額が変化する。

（卒業後の本人の年収）
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2,210 2,337 2,427 2,483 2,498 2,502 2,549 2,597 2,767 2,912 3,068 3,173 3,380 
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8,185 8,496 
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31  32  33  34  
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58  

63  
68  

75  80  
83  
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96  
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51 58
63 

69
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8 4  
9 1  

9 6  
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1 1 5 1 1 8 
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1 4 4 1 4 1 

1 3 4 1 3 6 

0

20

40
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100

120

140

160

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

要求

無利子奨学金 有利子奨学金

無利子貸与人員 有利子貸与人員

有利子貸与人員（実績） 貸与人員合計

11 ,311

（注1）貸与人員及び事業費の計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。
（注2）平成24年度以降の無利子奨学金には東日本大震災復興特別会計分を含む。

（単位：万人）（単位：億円）

（独）日本学生支援機構 大学等奨学金事業の推移（当初予算）
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６．参考データ等
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（注１）2015年以前は実績値、2016年以降は予測値。
（注２）予測値は、中位予測によるもの。

世界と日本の人口の推移

（出典）国連「世界人口推計2015」

25 

41 

61 

73 
81 

97 

107 
112 

0.8 

1.1 

1.3 1.3 1.2 

1.1 0.9 
0.8 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

0

20

40

60

80

100

120

1950 1975 2000 2015 2025 2050 2075 2100

日
本
人
口
（億
人
）

世
界
人
口
（億
人
）

世界人口の推移

日本人口の推移

実績 予測

○ 世界の人口は、2050年に97億人、2100年には112億人にまで増加。
○ 日本の人口は、2014年の1億2,700万人をピークに減少に転じ、2050年に1億700万人、

2100年には8,300万人にまで減少。
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【0-14歳】

938万人

10%

【15-64歳】

5,001万人

51%

【65歳以上】

3,768万人

39%

2050年（推計）

総人口
9,707万人

日本の人口構造の比較（２０１５－２０５０年）

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平
成24年1月推計）」
※出生中位、死亡中位推計の値

約 倍３|

４

【0-14歳】

1,615万人

13%

【15-64歳】

7,720万人

61%

【65歳以上】

3,355万人

26%

2015年

出典：総務省統計局「人口推計（平成27年5月確定値）」

総人口
1億2,690万人

○ 人口減少と急速な少子高齢化が進展。
○ 生産活動の中核を担う生産年齢人口（15-64歳）は約2,700万人減少し、総人口に占める

割合は61％から51％にまで低下。
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約３倍
中国

17%

アメリカ

16%

インド

7%

日本

4%ドイツ

4%ロシア

3%

ブラジル

3%

インドネシア

3%

フランス

2%

イギリス

2%

その他

39%

2014年

（購買力平価ベース）

出典：IMF「World Economic Outlook Database」

全体
108.8兆ドル

中国

20%

インド

13%

アメリカ

13%

インドネシア

4%
ブラジル

3%

メキシコ

3%

日本

3%

ロシア

2%

ナイジェリア

2%

ドイツ

2%

その他

35%

2050年

（購買力平価ﾍﾞｰｽ）

全体
313.2兆ドル

出典：PricewaterhouseCoopers 「The World in 2050」

世界経済に占める各国ＧＤＰシェアの比較（２０１４年－２０５０年）

○ 世界全体のＧＤＰは、2050年までに約３倍にまで拡大。

○ 日本のＧＤＰシェアは、新興国の躍進により世界第４位から第７位にまで下落。
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100.0 

85.9 

76.0 

67.4 

57.2 

100.0 

77.0 

74.3 

63.4 

69.9 

100.0 

87.6 

76.2 

67.9 

53.9 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

アメリカ

ドイツ

フランス

イギリス

日本

全体 製造業 非製造業

（出典） 通商白書2013年版

（アメリカ＝100として比較/2009年）

労働生産性の国際比較

○ 労働生産性水準の対米比（米国＝100）を見ると、我が国は2009年で米国の57.2%（製造業で
69.9%、非製造業では53.9%）の水準と、欧州各国よりも低い水準となっている。
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万
人

進学率１(大学＋短大＋高専＋専門学校）

収容力（大学＋短大）

現役志願率（大学＋短大）

大学： 51.5%
短大： 5.1%
高専４年次：0.9%
専門学校： 22.4%

進学率２（大学＋短大）
大学：51.5%
短大： 5.1%

大学：55.5%
短大： 5.3%

短大入学者数（万人）

専門学校入学者数（万人）

高校等卒業者数（万人）

18歳人口（万人）

高専４年次在学者数

大学入学者数（万人）

● 18歳人口 ＝ ３年前の中学校卒業者数及び中等教育学校前期課程修了者数
● 進学率１ ＝ 当該年度の大学・短大・専門学校の入学者、高専４年次在学者数

18歳人口
● 進学率２ ＝ 当該年度の大学・短大の入学者数

18歳人口
○ 高校等卒業者数 ＝ 高等学校卒業者数及び中等教育学校後期課程修了者数
○ 現役志願率 ＝ 当該年度の高校等卒業者数のうち大学・短大へ願書を提出した者の数

当該年度の高校等卒業者数
○ 収容力 ＝ 当該年度の大学・短大入学者数

当該年度の大学・短大志願者数

出典：文部科学省「学校基本統計」、平成40年～43年度については国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（出生中位・死亡中位）」を基に作成
※進学率、現役志願率については、少数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。

１８歳人口は、平成２１～３２年頃までほぼ横ばいで推移するが、
３３年頃から再び減少することが予測されている。

年

１８歳人口と高等教育機関への進学率等の推移
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区分 計 専修学校

大学 うち大学院を置く 短期大学 高等専門学校 （専門課程）

大学

1,182 779 627 346 57 2,823

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

137 86 86 0 51 9

11.6% 11.0% 13.7% 0.0% 89.5% 0.3%

110 89 78 18 3 190

9.3% 11.4% 12.4% 5.2% 5.3% 6.7%

935 604 463 328 3 2,624

79.1% 77.5% 73.8% 94.8% 5.3% 93.0%

（平成２７年５月１日現在）

計

国立

公立

私立

（注１）通信教育のみを行う大学（私立８校（放送大学含む））及び短大（私立２校）を除く。
（注２）学生募集停止をしている機関を含む。

我が国の高等教育の規模（学校数）

（出典）文部科学省「平成27年度 学校基本統計速報」106



（注１）学生数には、「専攻科」、「別科」、「その他」の学生を含まない。

（出典）文部科学省「平成27年度 学校基本統計速報」

専修学校
大学 短期大学 通信教育 （専門課程）

(学部) (4･5年次)

計 3,150,125 249,484 2,709,954 2,556,287 132,681 20,986 190,687 588,167

（％） (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

国立 614,522 150,091 464,431 445,668 0 18,763 301

（％） (19.5) (60.2) (17.1) (17.4) (0.0) (89.4) (0.1)

公立 153,930 15,974 137,956 129,618 6,953 1,385 25,388

（％） (4.9) (6.4) (5.1) (5.1) (5.2) (6.6) (4.3)

私立 2,381,673 83,419 2,107,567 1,981,001 125,728 838 190,687 562,478

（％） (75.6) (33.4) (77.8) (77.5) (94.8) (4.0) (100.0) (95.6)

（平成27年5月1日現在）

区分 計
大学院 小計 高等専門

（本科）

我が国の高等教育の規模（学生数）
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近年の大学・短大数の推移（昭和４０～平成２７年度）
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国立（短大）

私立（大学）

公立（大学）

国立（大学）

（出典）文部科学省「学校基本統計」

（校）

※学生募集停止の学校も含む。
※通信教育課程のみ置く学校は含まない。
※平成27年度の値は速報値。

大学数

20102000199019801970

【近年の主な傾向】

■四大化や廃止により短期大学数は減少。平成１３年以降
は四大・短大の合計数も減少。

■国立大学数は平成１６年以降減少。公立大学数は増加傾
向にある。
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※4年制大学、短期大学、専門学校それぞれに進学した者の割合は小数点以下を切

上げた値を示しているため、それぞれの合計とグラフ上部に記載している都道府県別
割合（太字）は一致しない。

○ 平成2６年度の都道府県別高校新卒者の４年制大学、短期大学、専門学校への進学率は、京都(79%),東京(79%)で高く、青森(57%),鹿児島(57%)で低い。京

都と青森では22％の差。

２２％の差

４年制大学

短期大学

専門学校

%
（計算式） 直ちに大学、短大、専門学校に進学した者

高等学校卒業者＋中等教育学校後期課程修了者

都道府県別高校新卒者の４年制大学、短期大学、専門学校への進学率

出典：文部科学省「学校基本統計（平成26年度版）」

２２％の差
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我が国の大学進学率は上昇してきたが、OECD平均と比べて高いとは言えない。

注：このデータには定義上、留学生の入学者が含まれている。

*アメリカのみ、２年制の機関が含まれた値

（2012年）

大学進学率の国際比較
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諸外国は25歳以上の入学者の割合は平均約２割であり、社会人学生も相当数含まれる一方、日本の社会
人学生比率は約２％であり、大きな差があると推定される。

出典：OECD Stat Extracts  (2012）。ただし、日本の数値については、「学校基本統計」及び文部科学省調べによる社会人入学生数。

25歳以上の学士課程への入学者の割合（国際比較）

（2012年）
％
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各国の学生に占める留学生の内訳
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大学型高等教育（主に学士課程・修士課程）

学士・修士課程において留学生が占める割合は、OECD平均は８．１％であるのに対して、日本は３．１％にとどまる。
博士課程については， OECD 平均は 23.0％であるのに対して，日本は19.2％。イギリスの40.7％，アメリカの29.2％等
に比較して少ない。

上級研究学位（主に博士課程）

（対象となる学校種は，国によって高等教育制度が異なるが，通常，大学の博士課程）OECD, 「Education at a Glance 2014」
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OECD「Education at a Glance 201４」

（２０１１年）

（2012年）
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OECD平均，２３．０％
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○ 知識基盤社会で世界的に人材需要が高度化する中、我が国では博士・修士が諸外国と比べて少ない

（出典）日本：科学技術研究調査、アメリカ：NSF,SESTAT、その他の国：OECD 
Science,Technology and R&D Statisticsのデータ より作成

※アメリカは2008年のデータ
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企業の研究者に占める博士号取得者の割合（2009年）

（出典）文部科学省「諸外国の教育統計」より作成

（出典）NSF「Science and Engineering Indicators 2012」より作成

（出典）文部科学省「諸外国の教育統計」より作成

修士号・博士号取得者数の国際比較

※イギリス・フランス・ドイツは2011年の数値、韓国は2012年の数値 ※イギリス・フランス・ドイツは2011年の数値、韓国は2012年の数値

（万人）
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世界の学生数は１０年間で倍増。

教育事業の第１２次５カ年計画(2011～2015年）
○５年間で、高等教育在学者数の増を目指す（2,922万人→3,080万人）。大
学院在学者数についても増（１５４万人→１７０万人）。

○公財政予算において教育費を優先的に保障することを掲げる。

中国

○１９９０年から２０００年にかけて、大学生は約１．７倍（128万人→222万人） 、
進学率は７０％を超えた。

○朴大統領は選挙公約において、高等教育への公財政支出（0.6％（2010
年））をOECD平均（1.0％）まで拡大することを掲げる。

韓国

○シンガポール： 「ワールド・クラス大学」の国内誘致計画を掲げ、1998～
2008年までに欧米から14大学を誘致。また、高度な技能を有する労働力
需要の高まりに対応するため、2020年までに大学進学率を27％（2012
年）から40％に高めるとの方針を2012年に発表。

○マレーシア：第１０次マレーシア計画(2011-2015)等で、高付加価値の知的
産業の育成と世界トップレベル大学の育成等を掲げる。

○タイ：第１０次経済社会開発計画等で、R&D（研究開発）人口の増加や大
学の基盤整備等を掲げる。

ASEAN

○オバマ政権は「2020年までに大学卒業者比率を世界一に」と宣言し、コミュ
ニティ・カレッジ卒業者を500万人増加する計画を2011年から開始。

米国

○2020年までの欧州の経済成長と雇用に関する包括的な計画「欧州２０２０」
において、高等教育修了者の増加を掲げる。

欧州
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【参考】日本の学生数（万人） （大学・短大・専門学校）
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本

先進国や近年経済成長を遂げている国は、発展の基盤として高等

教育を重視。

諸外国における学生数の推移と高等教育に対する姿勢
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我が国の高等教育への公財政支出の伸びは、先進主要国に比べ低い

高等教育機関への公財政支出の推移

2000年の水準を100とした値
（2010年の物価を基準として換算）

出典：OECD「図表でみる教育」

115

■ 国の経済規模（ＧＤＰ）に対して、教育機関への公財政支出は、ＯＥＣＤ諸国の中で最低の水準であり、約半分
の水準。

高等教育への投資について
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（出典）「OECD 図表でみる教育（2014）」

高等教育への公財政支出（教育機関への支出・対ＧＤＰ）

（2011年）

■ 日本は家計の負担割合が高い。
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平均については
家計負担割合が
不明。

※奨学金などの
私的（部門）補助
は、公費負担に
は含まれない。

教育費の公費・私費負担割合

（出典）OECD「図表でみる教育（2014）」より作成

■ 日本は授業料が高く、奨学金受給率が低い。

0

1500

3000

4500

6000

0 50 100

日本

イタリア

オーストリア

フランス フィンランド

アイスランド

ノルウェー スウェーデン

アメリカ

オーストラリア

ニュージーランド

オランダ

イギリス

デンマーク

メキシコ

スイス

授業料が低く

支援も手厚い

グループ４
（ドイツを含む）

グループ２

グループ３
（韓国含む）

国
立
（
州
立
）
大
学
の
授
業
料
（
ド
ル
）

学生のうち奨学金等の受給率（％）

グループ１
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◆
（2011年） 家計

その他私費
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